
複数の集落営農法人と認定農業者による新法人の設立

経営概要

農事組合法人まっさき
◆代表者・所在地
佐々木 智治 大分県宇佐市

◆設立
平成15年８月

◆経営規模
水稲 32ha、大豆 28ha、麦 63ha、園芸 2ha

◆従業員数
組合員３名、常時雇用４名

◆事業内容
農産物（米、大豆、麦等）の生産に取り組む。

法人化

えだまめ収穫の様子

相談内容２

若い従業員を雇用して大規模経営を実現している法人

だが、当地区内には他にも複数の集落営農法人があり、

その中には高齢化により経営が後退している法人もあった。

そこで、各組合長が地域農業を発展させるための協議を

行った結果、相談者を含む２つの集落営農法人と大規模

経営を行う認定農業者１名による農業法人を設立するこ

ととなった。

支援内容3

■支援チームによる支援計画の策定
連携法人設立のために、事業構想等の聞き取りを行い、

適当な法人格の選定やダブルワークに関する助言ができる

専門家の支援が必要であることから、専門家による経営分

析を踏まえ経営戦略会議において連携法人育成に向けた

支援チームを編成し、支援計画等を策定した。

支援チーム構成員：

司法書士、社会保険労務士、普及指導員、市職員

複数の経営体で連携して、地域農業の課題を解決す

る法人を設立したいが、法人形態や従業員の働き方

（相談者の法人の従業員がダブルワークできる方法）

について相談をしたい。

新たにこれらの農業経営を統合した法人を設立すること

により、若い人の雇用を増やし、地域農業を発展させる

役割を担っていきたい。

現状と相談までの経緯１

■専門家派遣を通じた助言の実施
支援計画に基づき、普及指導員が中心になり、専門家

と調整した。相談者の連携法人設立を図るため、司法書

士や社会保険労務士の専門家派遣を通じて、支援を実

施した。

・法人形態の助言（司法書士）
法人組織形態別（農事組合法人、株式会社、合同

会社）のメリット、デメリット等の助言を行った。

・ダブルワークの助言（社会保険労務士）
集落営農法人と連携法人における従業員の労働時間

の管理方法、雇用契約方法を助言した。

・設立後運営に関する助言（普及指導員）
法人設立後の事業内容、収支計画、運営に関する各

種取決めの助言を行った。

・補助事業活用に関する助言（市職員）
法人設立後に取り組む経営に関する補助事業活用の

助言を行った。

連携法人育成を行う支援計画を策定
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組織概要

■相談窓口
【経営相談】
住 所：大分県大分市大手町３丁目１番１号
住 所：大分県庁舎 本館９階 農林水産部
住 所：新規就業・経営体支援課
電話番号：０９７－５０６－３５９８
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
住 所：９：00～12：00 13：00～17：00
【就農相談】
住 所：大分県大分市大手町３丁目１番１号
住 所：大分県庁舎 本館９階 農林水産部
住 所：新規就業・経営体支援課
電話番号：０９７－５０６－３５８６
受付時間：月曜日～金曜日（年末年始・祝日を除く）
住 所：９：00～12：00 13：00～17：00

支援を受けた後の経営状況４

■支援を受けて・・・
令和５年の新法人設立に向けて準備を行っている。法

人格は合同会社とし、当面は既存組織とのダブルワークに

よる運営を行い、将来的に若い人の雇用を増やしていく方

針で、設立に向けて、引き続き、支援チームによる伴走支

援を受けたい。

喜びの声

農業経営・就農支援センターの支援チームの皆さまの

おかげで、何から手をつけてよいかが整理できました。

司法書士の助言により、設立予定者が納得できる法人

格を選定することができました。また、社会保険労務士の

助言により、現在の集落営農法人で雇用している従業員

のダブルワークに関する注意点や進め方を学べました。従業

員の収入向上に加え、働きやすい体制整備が必要だと感

じたところです。

今後は、設立に向けて準備を進めていき、地域農業の

発展に貢献していきたいです。

地域の実態を踏まえ、共通課題の解決に向けた新たな

法人設立は、農業版ジョイントベンチャーとも言える新たな

取組だと感じました。

令和４年度に設立まではできなかったが、引き続き、支

援チームで一体となって更に支援を進めていきます。これか

ら先、若い人が雇用され地域内が益々発展することが期

待されます。

専属スタッフ所感

■今後の経営展開
新法人設立後は、地域に不足しているライスセンター事

業を経営の柱とし、地域の労働力不足の課題対応として、

人手が足りていない作業を周辺の農業者から受託していき

たい。

＜支援機関＞おおいた県農業経営・就農支援センター

共同事業で活用予定のライスセンター

農業経営の法人化や雇用・労務管理、経営継承など、農業者の経営改善を支援しています。相談内容に応じて、経営

資源・財務内容の分析、専門家派遣・巡回指導等による個別経営支援を行います。
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